
阿 武 町 定 員 適 正 化 計 画

１．これまでの定員管理の状況 （各年４月１日現在）

部 門 区 分 １３ １４ １５ １６

一 般 行 政 職 員 数 Ａ ６５ ６２ ５９ ５９

対前年増減数 △ ３ △ ３ △ ３ ０

定員モデル超過数 ０ △ ３ △ ４ △ ４

定員適正化 計 画 数 Ｂ ６５ ６２ ６０ ５７

計 画 達成状況Ｃ( ) ０ ０ △ １ ２A-B

特 別 行 政 職 員 数 Ｄ ９ ８ ６ ６

対前年増減数 △ ２ △ １ △ ２ ０

公営企業等 職 員 数 Ｅ ７ ６ ６ ６

対前年増減数 １ △ １ ０ ０

合 計 職 員 数 ８１ ７６ ７１ ７１A+D+E

対前年増減数 △ ４ △ ５ △ ５ ０

○ 過去の定員適正化計画の具体的内容及び達成状況

（過去の計画内容）

平成 年度から平成 年度までの間に職員定数 人を 人( )削減し、 人14 16 90 19 21.11% 71
とする。

（達成状況）

平成 年度に職員定数を 人とした。又、平成 年度から平成 年度までの間に職11 90 14 16
員数を 人減員し、職員実数を 人とした。5 71

２．今後の定員管理のあり方

( ) 定員適正化計画の基本的考え方1
① 定員適正化目標（数・率）

行政需要に対応した組織・機構の見直し、事務事業の整理合理化を行い、一般行政部門
において平成 年度までに１０人（ ）の減員を図る。又、職員定数 人を 人21 14.08% 90 29
（ ％）削減し、 人とする。32.22 61

② 主な定員適正化手法の概要

組織・機構改革：行政需要に対応した組織・機構の見直し、事務事業の整理合理化を行
う。



( ) 定員適正化計画の年次別推進手順の概要2

部 門 区 分 １６ ～ 計 以降17 18 19 20 21 17 21 22

減 員 ( ％)15 3 1 1 20 33.99

増 員 ( )9 9 15.25%
一般行政

△ (△ )差 引 △ △ △ △6 3 1 1 11 18.64%

職 員 数 ５９ ４８ ４８53 50 50 49 48

定員モデル超過数 △４

（参考）

減 員 ( )1 1 2 33.33%

増 員 ( )2 1 3 50.00%
特別行政

( )差 引 1 1 16.67%

7 7 7 7 7 7 7職 員 数 ６

減 員 ( )2 2 33.33%

公営企業 増 員 ( )2 2 33.33%

等 会 計 差 引

職 員 数 ６ ６ ６6 6 6 6 6

減 員 ( )9 3 2 1 15 21.13%

増 員 ( )4 1 5 7.04%
計

△ (△ )差 引 △ △ △ △5 3 1 1 10 14.08%

職 員 数 ７１ ６１ ６１66 63 63 62 61

( ) 定員適正化計画の年次別推進手順の内訳3
① 一般行政部門

部 門 区分 事 由 １６ 計 以降17 18 19 20 21 17~21 22

減員

増員
議 会

差 引

職 員 数 １ １ １1 1 1 1 1

減員 ７退職・人事異動 4 2 1

増員 人事異動 ２2
総 務

差 引 △ ５△ △ △2 2 1

職 員 数 ２０ １５ １５18 16 16 15 15



部 門 区分 事 由 １６ 計 以降17 18 19 20 21 17~21 22

減員

増員
税 務

差 引

職 員 数 ３ ３ ３3 3 3 3 3

減員 ４退職・人事異動 4

増員 人事異動 ３3
民 生

差 引 △１△ 1

職 員 数 １１ １０ １０10 10 10 10 10

減員 人事異動 １1

増員 １1
衛 生

差 引

職 員 数 ８ ８ ８8 8 8 8 8

減員 ６退職・人事異動 4 1 1

農 林 増員 ２2

水 産 差 引 △４△ △ △2 1 1

職 員 数 １０ ６ ６8 7 7 7 6

減員 １1

増員
商 工

差 引 △１△ 1

職 員 数 ２ １ １1 1 1 1 1

1減員 退職

1増員
土 木

差 引

職 員 数 ４ ４ ４4 4 4 4 4

減 員 ２０15 3 1 1

増 員 ９9
計

差 引 △１１△ △ △ △6 3 1 1

職 員 数 ５９ ４８ ４８53 50 50 49 48



（４）採用・退職内訳

区 分 １６ ～ 計 以降17 18 19 20 21 17 21 22

退 職 ( )3 1 1 5 7.04%

採 用

△ (△ )差 引 △ △ △3 1 1 5 7.04%

職 員 数 ７１ ６１ ６１66 63 63 62 61

※ 特別職（教育長）は除く。


